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第３章 河 川

第１節 生活排水対策

１ 生活排水対策の現況

河川等公共用水域の水質汚濁の主な要因が、家庭の台所、浴室等から未処理のまま排出される

生活排水であることから、河川浄化対策を推進する上で、生活排水対策が重要な課題となってい

ます。

平成２年９月には水質汚濁防止法が改正され、生活排水対策重点地域の指定による重点的な取

組など、生活排水対策の推進が規定されました。これを受け、平成３年８月に、都城市及び三股

町の一部地域を「生活排水対策重点地域」に指定し、大淀川上流域の生活排水対策を行っていま

す。また、平成５年度には「宮崎県生活排水対策総合基本計画」を策定（平成10年３月改訂）し、

広域的な観点から生活排水対策を総合的かつ計画的に推進してきました。平成13年度には、それ

に続く「第２次宮崎県生活排水対策総合基本計画」を策定（平成19年３月改訂）し、生活排水対

策のさらなる推進を図ることとしました。

この計画での生活排水対策の基本的な方向は、生活排水による河川等の汚濁の原因が県民自身

にあることを県民が認識することを第一の目標に掲げ、そのうえで、『生活排水処理施設の整

備』というハード面の対策と『県民啓発』というソフト面の対策の両面から推進することとして

います。そしてこれらを「県と市町村」、「県民と行政」、「流域の上流と下流」など立場の異

なる機関や人の連携により推進することとしています。

また、この計画では、平成26年度における県全体の生活排水処理率を78.1％に引き上げること

を目標としています。
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平成24年度 市町村生活排水処理状況

（注） １ 人口は平成25年3月31日現在の住民基本台帳人口による。

２ 農業集落排水施設等には漁業集落排水施設及び簡易排水施設を含む。

３ 合併処理浄化槽等にはコミュニティ・プラントを含む。
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宮 崎 市 404,439 356,461 312,674 12,617 31,170 88.1% 77.3% 3.1% 7.7%

都 城 市 169,988 107,720 55,262 9,007 43,451 63.4% 32.5% 5.3% 25.6%

延 岡 市 130,983 108,932 86,795 6,159 15,978 83.2% 66.3% 4.7% 12.2%

日 南 市 57,591 30,524 16,268 718 13,538 53.0% 28.2% 1.2% 23.5%

小 林 市 48,636 25,130 6,896 3,821 14,413 51.7% 14.2% 7.9% 29.6%

日 向 市 63,604 49,090 30,442 2,387 16,261 77.2% 47.9% 3.8% 25.6%

串 間 市 20,562 8,661 2,279 579 5,803 42.1% 11.1% 2.8% 28.2%

西 都 市 32,818 21,869 13,490 1,705 6,674 66.6% 41.1% 5.2% 20.3%

え び の 市 21,478 11,325 11,325 52.7% 52.7%

三 股 町 25,636 16,236 3,398 1,401 11,437 63.3% 13.3% 5.5% 44.6%

高 原 町 10,214 4,944 474 4,470 48.4% 4.6% 43.8%

国 富 町 20,776 10,726 5,332 5,394 51.6% 25.7% 26.0%

綾 町 7,637 4,717 2,070 108 2,539 61.8% 27.1% 1.4% 33.2%

高 鍋 町 21,306 10,316 5,470 4,846 48.4% 25.7% 22.7%

新 富 町 18,427 10,840 10,840 58.8% 58.8%

西 米 良 村 1,245 965 427 88 450 77.5% 34.3% 7.1% 36.1%

木 城 町 5,356 4,174 3,290 884 77.9% 61.4% 16.5%

川 南 町 16,924 8,907 2,242 900 5,765 52.6% 13.2% 5.3% 34.1%

都 農 町 11,189 4,941 4,941 44.2% 44.2%

門 川 町 18,995 12,024 760 11,264 63.3% 4.0% 59.3%

諸 塚 村 1,936 1,814 177 35 1,602 93.7% 9.1% 1.8% 82.7%

椎 葉 村 3,187 2,528 42 2,486 79.3% 1.3% 78.0%

美 郷 町 6,339 5,468 2,418 3,050 86.3% 38.1% 48.1%

高 千 穂 町 13,448 10,296 3,772 6,524 76.6% 28.0% 48.5%

日 之 影 町 4,519 2,725 258 2,467 60.3% 5.7% 54.6%

五 ヶ 瀬 町 4,326 3,147 3,147 72.7% 72.7%

県 合 計 1,141,559 834,480 550,284 43,477 240,719 73.1% 48.2% 3.8% 21.1%
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２ 生活排水処理施設の整備

(1) 公共下水道

公共下水道は、公共水域の水質保全や生活環境の改善等を目的に、主として市街地における

生活排水等を処理するものです。

公共下水道の建設及び管理は原則として市町村が行い、平成25年3月末現在で宮崎市外７市

７町２村が事業を実施し、32処理場の供用を行っています。

(2) 農業集落排水施設

農業集落排水事業は、農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維持、または農村

生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を目的としており、農業振興地域内の処理対象人口

おおむね1,000人程度に相当する規模以下を単位として実施するものです。

平成25年3月末現在で、宮崎市外７市５町の59地区、62処理区を整備し、供用を行っていま

す。

(3) 漁業集落排水施設

漁業集落排水事業は、漁業集落の生活環境の向上、漁業及び周辺海域の水質保全を目的とし

ており、漁港背後集落の漁業依存度（対象集落における総生産額に対する漁業生産額の割合）

又は漁家比率（対象集落における総世帯数に対する漁業を営む世帯数の割合）が１位で、対象

人口の要件を満たす漁業集落で整備を実施するものです。

漁業集落排水施設は、北浦漁港外６漁港で整備し、現在、供用を行っています。

(4) 合併処理浄化槽

ア 合併処理浄化槽の整備

合併処理浄化槽は、家屋の新築時などに比較的容易に設置することができ、家屋が散在して

いる地域や、公共下水道などの整備が当分の間見込めない地域で重要な役割を果たすものです。

このため、県では、合併処理浄化槽の普及促進を図るため、平成元年度から市町村が実施す

る合併処理浄化槽の設置補助事業に対し助成を行っており、平成５年度からは県内全市町村で

この事業に取り組んでいます。

また、平成17年度からは、これまでの助成に加え、市町村が設置し維持管理を行う、いわゆ

る市町村設置型浄化槽の整備事業に対しても助成を行っています。

イ 浄化槽維持管理体制の整備

浄化槽の維持管理は、個々の浄化槽管理者の義務となっており、また、設置基数が非常に

多いことから、維持管理を確実にするためには、適正な維持管理体制の整備が必要です。

このため、県では、平成９年度に県内の浄化槽を管理するシステムを構築し、また、関係

機関・団体と一体となって、法定検査の受検率向上のための対策をはじめ、維持管理体制の

整備に努めています。

特に、法定検査は、保守点検、清掃が適正に行われ、浄化槽が正しく機能しているかを判

定するもので、適正な維持管理を確保する上で重要であることから、浄化槽の設置時に実施

する浄化槽法第７条に基づく検査については、検査手数料を前納することとし、浄化槽管理

者へ受検指導を行っています。これにより法定検査の実施率は増加の傾向にあります。

また、平成16年度からは浄化槽を設置しようとする方を対象に使用する際の注意事項や維

持管理など浄化槽に関する正しい知識を習得し、適正な維持管理を行っていただくことを目

的として浄化槽設置者講習会を実施しています。
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３ 生活排水適正処理啓発の推進

河川浄化の推進を図るため、生活排水が河川汚濁の大きな原因であること、家庭や地域での取

組が大切であることなどを広く県民に周知するために、平成５年度から平成18年度までテレビス

ポット広告を制作し、地元民放テレビ局で放映しました。

また、県民による河川浄化活動を推進するため、流域単位の河川浄化活動や住民の河川浄化活

動を支援する市町村に対し、平成14年度からその経費の一部を助成しています。

第２節 その他の河川浄化対策

１ 河川浄化対策の広域的な取組

国、県、市町村による広域的な水質保全対策を推進するため、各種の協議会等が設置されてい

ます。

広域的な水質保全対策協議会等

名 称 事 務 局

大淀川サミット実行委員会 宮崎市・都城市で１年交代

大淀川水系水質汚濁防止対策連絡協議会 国土交通省宮崎河川国道事務所

小丸川水系水質汚濁防止対策連絡協議会 国土交通省宮崎河川国道事務所

五ヶ瀬川水系水質汚濁防止連絡協議会 国土交通省延岡河川国道事務所

川内川水系水質汚濁対策連絡協議会 国土交通省川内川河川事務所

五十鈴川流域森と水を守る協議会 門川町

耳川水系汚濁防止協議会 日向市

一ツ瀬川水系濁水対策推進協議会 西都市

一ツ瀬川水系河川をきれいにする連絡協議会 西都市

小林地区大淀川水系河川愛護対策協議会 小林市

石崎川水系環境保全対策連絡協議会 佐土原町（現 宮崎市）

清武川水系汚濁防止協議会 清武町（現 宮崎市）

２ 多自然川づくりの推進

河川改修については、自然との共生を目指した「多自然川づくり」を進めています。

地域住民の河川浄化意識の高揚を図り、自然豊かで魅力ある川づくりを推進することにより、

川が本来有している浄化機能を保全しています。


